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1．休・退学予防としての学習・学修支援の重要性

高等学校卒業者の現役での大学・短期大学への進学率は，平成₁₉年度に₅₁.₂％の₅₀％台に乗
り，その後一時期減少傾向が続いた年度はあるものの，平成₂₈年度には進学率₅₄.₈％の過去最
高を更新し，まさに高学歴化時代を迎えている（文部科学省，₂₀₁₅・₂₀₁₆）。
その一方で，入学後の大学生活の継続が難しくなり，休学や中途退学を余儀なくされる学生
の増加が問題となっている。文部科学省（₂₀₁₄）の国・公・私立大学，公・私立短期大学，高
等専門学校を対象とした「学生の中途退学や休学等の状況について」によると，平成₂₄年度に
休学した学生は，全学生数₂,₉₉₁,₅₇₃人中₂.₃％（平成₁₉年度₁.₈％）にあたる₆₇,₆₅₄人であり，
中途退学した学生は，₂.₆₅％（平成₁₉年度₂.₄₁％）にあたる₇₉,₃₁₁人であった。平成₁₉年度と
比較して増加傾向が示された。休・退学の増加は，これまでの先行研究で指摘されているとお
り，学生の中退後の雇用面及び大学の経営面からリスクが高く（日本中退予防研究所，₂₀₁₀；
藤原ら，₂₀₁₃），学生と大学の双方にとって望ましいことではない。
休・退学に至るには様々な理由があるが，主要な要因の一つと考えられるものに学業の問題
がある。前述した同省（₂₀₁₄）の調査結果では，「学業不振」を理由にした学生の割合は，平成
₂₄年度の休学は₄.₄％（「その他」を除く ₄位）であり，中途退学は₁₄.₅％（同 ₃位）であった。
布施・三浦（₂₀₁₅）が国立大学を対象とした休・退学の実態調査では，同年度の「学業意欲減
退，喪失」の割合は，休学では₄.₈％（ ₆位），中途退学では₁₅.₇％（ ₁位）であった。調査対
象や調査項目の多少の違いもあり直接比較はできないが，二つの実態調査はほぼ同傾向の結果
を示した。特に学業を理由とした中途退学は，どちらも上位 ₃位以内であり，喫緊の課題と言
える。大学は研究・教育の特性が尊重される機関であることから，学業の躓きは中途退学に直
結しやすいと思われる。
姉川（₂₀₁₃）は，学生の中途退学に関する海外の先行研究として，Robbins et al（₂₀₀₄）の
メタ分析の手法を用いた実証研究を報告している。この研究は，学生の入学前の成績などの
Academic Factors，学生の学内での活動状況や学習環境などの Non- Academic Factors，学生の
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世帯所得や両親の学歴などのOther Factorsが，中途退学（論文では“保持率”college retention 
rate）にどのように影響するのか検証することで，中途退学の特徴を明らかにしたものである。
その検証結果の中で姉川（₂₀₁₃）が最も注目したのは，「大学へ入ってからの学生の学習意欲
や，学習に対する自信，勉強する習慣，学問上の目標など，本人の学習のプロセスに影響を与
えるファクターが，入学前後の成績以上に，中途退学と負の相関を持つこと」であり，さらに，
我が国においても矢野（₂₀₀₉）が行ったメタ分析で同傾向の結果が得られていることから，「大
学が，学内の生活環境の向上，学生に対する学習支援や生活支援を通じて学生の『学び習慣』
を育むことは，中途退学率の削減にも有意な効果をもたらす」と，休・退学の改善に学生の入
学後の学習習慣や学ぶ意欲の重要性を指摘している。

2．本学の取組までの経緯

広島文教女子大学（以下，本学）においても，休・退学の改善に向けた検討が，平成₂₆年度
に行われ，学内研修会で報告された（豊後，₂₀₁₅）。その中で，休・退学の状況改善に対する問
題の所在の一つとして「学業に対する意欲の減退」が示されており，「入学前教育を入学後の学
修意欲を高めるものへと改善する」ことを具体案として促していた。
これを受けて，担当部署に任じられた学習支援室では，ワーキングチームを平成₂₇年度に立
ち上げ，平成₂₈年度の運用に向け，具体案に対応する仕組みの構築について検討を進めた。そ
の結果，平成₂₇年度に本学が導入した学習支援システム（Learning Management System: LMS）
の Glexaを活用したオンライン学習の支援プログラムを充実させることで合意した。具体的に
は，① AO入試・推薦入試合格者を対象に入学前に実施しているリメディアル教育のオンライ
ン学習を入学後の在学生にも導入し，②システムを LMSの Glexa上に移行させ，③教材を繰
り返し取り組めるようにする，というものである。
本学では，平成₂₅年度生より順次タブレット端末 iPad mini（以下，iPad）を配付し，正課授

業においてオンラインを活用した双方向性を持たせる授業展開を進めている。iPadの配付は平
成₂₈年度生をもって完了し，オンライン学習を開始する環境が整備された。そして，高橋
（₂₀₁₅）が本学学生を対象とした iPad導入の効果に関する意識調査の中で，正課外で iPadを活
用できる工夫・開発の必要性を提案しており，Glexa導入以外にも，上述のような経緯があっ
たため，学習支援室では，在学生向けオンライン学習の試験的運用に着手した。

3．目 的

前項の経緯のもと，本稿では本学学習支援室においてリメディアル教材を活用したオンライ
ン学習の初年次の取り組みを報告するとともに，₃か月分の取り組み状況のデータを取り上げ，
現状の検討と今後の学習・学修支援の在り方を模索することを目的とする。

4．取 組 の 概 要

4.1　リメディアル教材
今回リメディアル教材として使用したのは，本学で入学前教育向けに作成した「日本語表現
トレーニング」である。大学生の日本語力の低下は，大学教育の中で大きな問題として取り上
げられ，先行研究も多く散見する。また，本学にあっても教養教育科目での受講状況などから，
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日本語力に課題を抱えている学生は少なくないと見受けられる。そこで，在学生がオンライン
学習を通して，大学での主体的な学びの基礎となる日本語表現の初歩について復習・確認を行
う場を提供した。入試種別が AOや推薦入試の学生にとっては，入学前に取り組んだ学びの復
習であり，一般入試の学生にとっては，初めて取り組む学習となる。なお，問題は一部変更し
ている。日本語表現トレーニングの構成については，₄.₂で触れることにする。

4.2　オンライン学習の教材作成と支援体制
日本語表現トレーニングは，₄つのステップで構成されており，全問題数は₁₄₃問である（表
₁）。それぞれのステップは，「解説」と「確認問題」に分かれ，最初に「解説」部分において，
高等学校までに学んだ内容を振り返り，理解した上で「確認問題」に取り組む仕組みとなって
いる。
まず Glexa教材の試作として， ₄つのステップを一つの教材として完成させたが，委員によ
る確認段階で，問題数の多さにより時間を
費やすこと，学生によっては集中力が途切
れ疲弊してしまう懸念，繰り返し学習した
いステップに直ちにアクセスできないとい
う不便さ，などの問題点が見つかった。そ
のため，改善に向けた見直しが行われ，学
生が短時間に手軽に取り組め，強化したい
ステップに何度でもアクセスできるよう，
₄つのステップをそれぞれ ₁教材として分割した。確認問題は，全て択一形式であるため，今
回は Glexaの Quizのツールで作成した。その出題画面の一例を図 ₁に示す。確認問題終了後
は，解答を送信することで採点結果が表示されるため，学生はその場で理解度の確認を行うこ
とが可能となる。
また，今回のオンライン学習の導入にあたり，学生の質問や相談を受け付ける支援体制も改
善した。従来の受付方法は，「直接受付」のシステムに限られており，人目が気になる学生や消
極的な学生には利用しづらく，利用学生の限定を招く可能性があった。そこで，「直接受付」以
外に「メール」と「受付箱」を増設し，多様な学生が安心して相談できる受付システムに改善
した。図 ₂は，オンライン学習と支援体制の構図を示したものである。

学習 ・学修

支援の提供

直接対応

相談申込

繰
り
返
す

解説

• 各ステップの主題に関するポイ
ント事項について，高等学校ま
でに学んだ内容を振り返る。

確認問題

• 解説を理解した上で，基礎から
発展へと構成されている確認問
題に取り組む。

採点結果
• 理解度の確認を行う。

相談・指導

• オンライン学習後のアドバイスを
専任および関係教員が対応す
る。

学生 学習支援室

教材選定・
提供

• 使用教材の選定を行い，オンラ
イン学習を活用したリメディアル
教育プログラムの提供を行う。

図 2 オンライン学習と支援体制の構図

表 1　日本語表現トレーニング構成内容

項　　目　　名 問題数

ステップ ₁：単語と品詞  ₂₇
ステップ ₂：語彙と表現  ₈₂
ステップ ₃：文をわかりやすく組み立てる  ₂₀
ステップ ₄：敬語の使い方  ₁₄

計 ₁₄₃
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4.3　単位認定の有無
在学生を対象としたリメディアル教育を実施する場合，正課内外のどちらに位置付けるかは，
各々の大学の学生状況や教育方針等と照らし合わせて判断されている。国公私立大学・短期大
学，高等専門学校₁₇校のリメディアル教育（日本リメディアル教育学会，₂₀₁₂）では，₁₀校が
単位認定しており， ₃校は科目により単位認定の有無が分かれ，残る ₄校は単位として認めて
いなかった。また，単位認定している大学においても，リメディアル教育科目としてではなく，
専門科目の導入教育として高校の履修内容の復習・確認を行う大学や ₁年次の必須科目として
扱う大学がある。一方，単位認定はしていないが，受講を義務付けている大学もあり，内容は
多岐に及ぶ。
単位認定の有無について中央教育審議会（₂₀₀₈）は，「学士課程教育の構築に向けて」の答申
の中で，「高等学校以下のレベルの教育を計画する場合，教育課程外の活動として位置付け，単
位認定は行わない取り扱いとする」と述べており，正課外の立場を取っている。この中央教育
審議会の提言に沿って，京都文教短期大学では正課外の活動として扱っている（田中ら，₂₀₁₆）。
本学も同様に，単位を伴わない，学生の任意の自由参加による正課外オンライン学習として実
施した。その場合，受講率の低さは避けられないだろう。しかし，今後の問題解決の糸口を模
索する上で，まずはあまり手を加えない構造の中で，本学学生の学習実態を把握したいと考え
る。初年次は，その機会とした。

4.4　広　　　報
昨年度，学生を対象に実施した本学における学習支援室の利用状況調査（豊後ら，₂₀₁₆）の

図 1 「ステップ ₁：語彙と表現」の解説と確認問題の一例
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結果を基に，認知度の低さの改善点として，恒常的に視覚的情報を提供する場が必要とされて
いた。従って，新規活動であるオンライン学習の案内も含め，学習支援室の支援活動を学内に
広く周知することをねらいとして，ポスターおよびリーフレットを制作した（図 ₃・ ₄）。

4.5　対象者と実施手続き
₁）対象者
本学在学生₁,₂₃₇名（平成₂₈年 ₉月 ₁日現在，休学者
除く）
₂）実施手続き
　平成₂₈年 ₉月，Glexaの₂₀₁₆年後期の時間割に，上記
外クラスとして「日本表現トレーニング（学習支援
室）」を開講し，入学時に配付されている個別の IDで
クラスへ登録する作業を行い，受講可能な状態に設定
した。
　同月，後期チューターガイダンス時に「オンライン
学習の進め方」を示した案内を配付し，各チューター
に実施に関する依頼をした（図 ₅）。併せて，学内向け
のWebページでも案内を実施した。
₃）データ収集時期
　本研究のデータ収集期間を，平成₂₈年度後期チュー
ターガイダンス日から ₃か月間と定め，平成₂₈年 ₉ 月
₂₃日～₁₂月₂₂日までのデータを収集した。

5．結 果 と 考 察

5.1　受講者の特徴
学部・大学院併せて，受講者数は₃₂名であり，平成₂₈年 ₉月度の休学者を除く₁,₂₃₇名を分母
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『日本語表現トレーニング』の構成 学習支援室のオンライン学習のメリット 

ＩＤとパスワードは、個別に大学から配付されている Wi-Fi 設定の ID とパスワードと同じです。 

GlexaiPad 

******* ●●●●●● 

「2016 年度後期」の「上記以外のクラス」欄に開講されている「日本語表現トレーニング（学習支

援室）」を選択してください。 

iPadのアプリから 
 

ブラウザから 
 

図 5　オンライン学習の進め方
案内文の一枚目
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として算出した割合は，₂.₆％であった（表 ₂）。次に，学年別にみると，最も高い割合を示し
たのは， ₂年生₄.₈％であり，次いで ₁年生₃.₈％であった。 ₁・ ₂年生において受講者の割合
は他の学年より高い傾向がみられた。
以上の結果より，全体の受講者の割合は₂.₆％と，受講が一部の学生に限られている状況が示
された。正課外による任意参加の場合は受講者の割合が低くなることや，初年次による本学学
生に合わせた学習・学修支援の模索の段階であるため，おおむね予想はしていたが， ₁割を下
回る結果が示された。大学側と学生側との間に問題意識に対する大きな隔たりがある可能性が
示唆され，背景要因の一つに，学生の当事者意識の低さが推測された。馬場と田中（₂₀₀₆）は，
学生の日本語力に対する意識について「言語能力」の観点から，学生は，生活言語能力（BISC: 
Basic Interpersonal Communicative Skills） があるために，大学教育で必要とされる認知・学習
能力（CALP: Cognitive Academic Language Proficiency）の不足に気が付きにくく，英語の苦手
意識はあっても，母語である日本語が苦手であるという意識を持ちにくいとしている。馬場と
田中の指摘を是認するならば，大学教員側が学生の日本語力の低下に危機意識を持ち，教材を
提供したとしても，学生側に主体性を前提とした取り組みを期待するのは難しいだろう。また，
今回実施したオンライン学習の教材提供の仕方が学生の実態に即していない可能性も考えられ，
教材の改善の余地がみられた。次に学年別においては，低学年に受講者の割合がやや高い傾向
が示され，高学年以降になると受講者の割合は低下する傾向が示された。本学の入学後の学習
意欲を高める目的としては，その対象学年の学生が多く受講しており，評価できるポイントで
ある。これは，リメディアル教育の観点からも同様と言えるだろう。

表 2 受講者学年別内訳

₁年生 ₂年生 ₃年生 ₄年生 大学院 計
（₂₆₆人） （₂₉₄人） （₃₁₇人） （₃₄₅人） （₁₅人） （₁,₂₃₇人）

人数（人） ₁₀ ₁₄ ₄ ₄ ₀ ₃₂
割合（％） ₃.₈ ₄.₈ ₁.₃ ₁.₂ ₀.₀ ₂.₆

注）割合は，各在籍数に対する値を示す。また， ₄年生は，過年度生を含む。
　　大学院は，受講者数が ₀人のため，学年ごとの区分けは行わなかった。

5.2　教材別受講状況と一人当たりの受講教材数
受講者₃₂名について，表 ₃に教材別の受講状況を，表 ₄に一人当たりの受講教材数を示す。
まず，教材別受講状況では，最も多く受講した教材は，「ステップ ₁：単語と品詞」であり，₃₁
名（₉₆.₄％）が受講していた。一方，他の教材では，「ステップ ₂：語彙と表現」が ₁割台，ス
テップ ₃：文をわかりやすく組み立てる」と「ステップ ₄：敬語の使い方」では， ₁割にも満
たなかった。次に，一人当たりの受講教材数では，受講教材数を最も多く示したのは「教材数
₁」で，₂₈名（₈₇.₅％）であった。残りは，「教材数 ₂」と「教材数 ₄」を受講した学生のそれ
ぞれ ₂名（₆.₃％）であった。
以上，結果より，全体としては，最初の教材で受講を終了している学生が多く，次の教材に
発展しない状況が示された。受講後の次のステップへの学習意欲にまでは至らず，発展的な学
習に繋げる工夫が必要と思われる。次に「ステップ ₂」で受講を終了した学生が ₂名確認され
た。これは，通知の在り方や問題数のバランスが影響しているのではないかと考えられる。表
₁に示した通り，ステップ ₁・ ₃・ ₄の問題数は₁₀～₂₀問台に設定されているのに比べ，ステッ
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プ ₂の問題数は₈₂問と，他のステップの ₃倍～ ₆倍近く多い。ステップ ₁からステップ ₂への
移行においての問題数は ₃倍の増問設定のため，受講学生の学習意欲が低下した可能性は否定
できない。また，ステップごとの問題数は予め学生側には通知していないため，ステップ ₂の
受講を終了した段階で，次のステップも増問されていると予見し，学習意欲を失い，受講を躊
躇したということも予測されるだろう。いずれにせよ，なんらかの改善が求められる。今回，
全ての教材を受講した学生 ₂名については，比較的早い時期に受講している履歴からも，学習
意欲は高い学生であると推測される。そして，「ステップ ₄：敬語の使い方」のみ受講した ₁名
の学生は，最終学年の ₄年生であることから出口に向けたビジネスマナーとして敬語の教材を
活用した可能性が推察された。

表 3 教材別受講状況

ステップ ₁ ステップ ₂ ステップ ₃ ステップ ₄

単語と品詞 語彙と表現
文をわかりやすく
組み立てる

敬語の使い方

延べ人数（人） ₃₁ ₄ ₂ ₃
割合（％） ₉₆.₉ ₁₂.₅ ₆.₃ ₉.₄

注）割合は，受講者₃₂名に対する値を示す。

表 4 一人当たりの受講教材数

教材数 ₁ 教材数 ₂ 教材数 ₃ 教材数 ₄

人数（人） ₂₈ ₂ ₀ ₂
割合（％） ₈₇.₅ ₆.₃ ₀.₀ ₆.₃

注）割合は，受講者₃₂名に対する値を示す。

5.3　受講時間帯
LMSの Glexaは，受講時間帯の把握が可能であることから，受講者の教材取り組み完了時刻
を用い，受講時間帯を ₆時～₁₂時，₁₂時～₁₈時，₁₈時～₂₄時，₂₄時～ ₆時の ₆時間毎の状況に
より判断することとした。その結果を表 ₅に示す。最も多くの受講者が集中したのは，「₁₈時～
₂₄時」の₁₇人（₅₃.₁％）であった。次いで，「₁₂時～₁₈時」₉人（₂₈.₁％），「 ₆時～₁₂時」₆人
（₁₈.₈％），「₂₄時～ ₆時」₅人（₁₅.₆％）の順を示した。授業時間終了以降から ₆時間以内に受
講者が集中している背景には，まとまった時間が取りやすいことが考えられる。この結果は，
森下ら（₂₀₁₅）の eラーニング教材による授業外学習の調査でも同傾向を示し，オンライン学
習ならではの，いつでもどこでも取り組めるメリットが活かされたと察せられる。

表 5 時間帯別受講者数（複数）

時間帯 ₆時～₁₂時 ₁₂時～₁₈時 ₁₈時～₂₄時 ₂₄時～ ₆時

延べ人数（人） ₆ ₉ ₁₇ ₅
割合（％） ₁₈.₈ ₂₈.₁ ₅₃.₁ ₁₅.₆

注）割合は，受講者₃₂名に対する値を示す。
　　本学の時間割は， ₉時₁₀分～₁₈時である。但し，水曜日のみ ₉時₁₀分～₁₈時₅₅分となる。
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5.4　受 講 回 数
受講回数は，全員「 ₁回」であった（表 ₆）。効果
的に学習を身につけるために，教材は再チャレンジ
できるように設定していたが，ステップ内の解説を
再度確認したり，わからない問題を復習するなどの
傾向は見受けられなかった。学生側及び教材提供の
仕方に，問題の可能性があるだろう。

6．まとめと今後の課題

初年次の取り組みを通して，学習支援室が抱える今後の課題を提示したい。

6.1　対象選択の絞り込み
初年次は，まずオンライン学習に関心を持つことが重要と考え，特に対象を絞ることなく広
報した。しかし，対象の広さから自分が当事者であるという意識が薄くなりやすいことが推測
された。リメディアル教育における対象学年は低学年であることを考慮すると，入学期である
₁年生に的を絞って広報するのがよいだろう。大学生の心理的特徴の観点からも， ₂～ ₃年生
に，学業面において意欲減退に繋がりやすいことが指摘されていることから（鶴田，₂₀₀₂），意
欲減退を引き留める上でも，入学時からの働きかけは重要と考える。

6.2　学生への働きかけ
オンライン学習の質問や相談を受け付ける支援体制は，図 ₂の通りとしたが，学生の主体性が
前提となる現システムでは，連絡方法の選択肢を改善しただけでは，多様な学生の支援には十分
とは言えないだろう。穂屋下（₂₀₁₆）は，現在の日本の大学の現状について，「授業時間外に課
題を与えて学生に自学自習させようとしても，教員が綿密にチェックして評価しなければ学生は
勉強してこない。」と述べ，大学教員側の積極的な働きかけの重要性を指摘している。今後の改
善点として，教材を受講した学生に対しコメントを返すなどのフィードバックを実施し，主体性
を少しでも引き出す工夫の検討が求められる。フィードバックを通して，双方向のやり取りまで
発展するならば，学習・学修に関して，気軽に相談できる関係の構築にも繋がると考える。

6.3　教材の工夫と充実化
オンライン学習が広く活用されていない現状から，学生の実態とのミスマッチングが考えら
れた。学生にとっては，同じ教材の提供に限ると，飽きやすく，続かない可能性がある。飽き
させない教材の工夫が求められる。今回は， ₄つの教材を一度に提供したが，例えば，毎月教
材を変える，もしくは，月ごとに教材を追加していくなどの工夫が出来るだろう。また，今後
は教材を増やし，リメディアル環境を充実していくことも，学生の学習意欲に貢献できるもの
と考える。そして，₅.₂で触れた問題数のバランスについては，再度検討を行いたい。

6.4　学科との連携強化
今回，学習支援室の広報だけでは，学生に認知されにくい可能性もあり，学科の協力を得て
チューターガイダンスを通じて働きかけを依頼した。今後は，広報だけでなく，各学科のニー
ズに即したリメディアル教材を提供していくなど，学科との連携をより強化した支援体制を構

表 6　受講回数

₁回 ₂回以上

人数（人） ₃₂ ₀
割合（％） ₁₀₀.₀ ₀.₀

注）割合は，受講者₃₂名に対する値を示す。
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築していきたい。
以上，本稿では，在学生向け正課外オンライン学習の初年次の取り組みについてまとめた。
今後は，今回の結果から得られた新たな支援策を基に，効果的なオンライン学習の提供を進め
ていきたい。本学学習支援室のオンライン学習の取り組みは，始まったばかりである。これか
らも実践と研究を重ね，本学学生の実態に即した有用な知見を深めていきたい。そして，取り
組みの成果が休・退学予防の一助となることを望む。
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